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第６節 危機管理課 

 

〔総括概要〕 

 

    危機管理課の主な分掌事務は、危機事案発生時における管理体制の整備、自衛官

募集事務、地域防災計画及び水防計画に基づく防災対策、指定緊急避難場所等の指

定、災害対策本部の運営、防災無線の管理、自主防災組織の育成である。 

    自衛官募集事務については、防衛省自衛隊栃木地方協力本部小山地域事務所と協

力し、自衛官募集や自衛隊家族会に関する事務を行った。 

    防災対策については、災害時に避難指示や気象警報等の緊急情報をいち早く市民

に提供するコミュニティＦＭとの連携を行い、緊急時に自動で電源が入る防災ラジ

オを希望する市民へ有償配付した。 

    防災訓練については、警察、消防、自衛隊、自主防災組織などと連携し、栃木市

総合防災訓練を実施した。 

    防災無線等の管理については、災害時の適正な稼働を確保するため保守点検を行

った。また、防災情報ステーション（防災用Ｗｉ－Ｆｉ）については、災害時の情

報発信に必要な高速通信環境が広く普及したことから、令和6年度末に運用を終了し

た。 

    自主防災組織の育成については、自治会や市民等への出前講座などを実施し、防

災意識の向上を図ったところ、新たに自主防災組織が2件設立された。また、令和6

年度に新設した防災士資格取得費補助金により、新たに4名が、地域で活動すること

を目的に防災士資格を取得した。 

 

 危機管理係  

 

１ コミュニティＦＭ事業 

  市民への防災ラジオの普及促進を図るため、希望する市民へ有償配付した。 

 

２ 自衛官募集事務 

 (1) 自衛官募集 

自衛隊栃木地方協力本部と連携し、自衛官募集に係る情報提供及び啓発を行った。 

・入隊・入校者数 7 人 

 (2) 自衛隊家族会 

   栃木市自衛隊家族会の事務局として、家族会活動を支援した。 

   ・役員会において協議を行い、自衛隊入隊入校激励会を開催した。 

・北方領土返還要求促進署名運動の取りまとめを行った。 

 

３ 放射線測定事業 

(1) モニタリングポスト 
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設置場所 設置場所の住所 測定高さ（ｍ） 

本庁舎 万町 9-25 1 

西方総合支所 西方町本城 1 1 

岩舟公民館 岩舟町静 2292-1 1 

(2) 市内での定点測定 

施設 測定場所 実施日 

市庁舎 本庁舎、各総合支所 6 箇所 月 1 回 

(3) 放射性物質の検査 

対象 検査対象 実施日 

水道水 浄水場 18 箇所 3 箇月に 1 回 

 

４ 東日本大震災に伴う避難状況管理 

   原発避難者特例法関係 

   東日本大震災における原子力発電所の事故による災害に対処するための避難住民に

係る事務処理の特例及び住所移転者に係る措置に関する法律に基づき、東京電力福島

第一原子力発電所の事故に伴い、通常の行政サービスの提供が困難な指定市町村から

避難している住民に対して、特例事務として指定市町村に代わって特定の行政サービ

スを提供した。 

   ・対象者 82 人 

   ・指定市町村 

福島県 

市 いわき市、田村市、南相馬市  

町 川俣町、広野町、楢葉町、富岡町、大熊町、双葉町、浪江町 

村 川内村、葛尾村、飯舘村 

・特例事務 

分 野 根拠法令 事 務 

医療・  

福祉関係 

介護保険法 要介護認定等に関する事務 

介護保険法 介護予防等のための地域支援事業に関する事務 

老人福祉法 養護老人ホーム等への入所措置に関する事務 

児童福祉法 保育所入所に関する事務 

予防接種法 予防接種に関する事務 

児童扶養手当法 児童扶養手当に関する事務 

特別児童扶養手当等の支給

に関する法律 

特別児童扶養手当等に関する事務 

母子保健法 
乳幼児、妊産婦等への健康診査、保健指導に

関する事務 

障害者総合支援法 
障害者、障害児への介護給付費等の支給決定

に関する事務 

教育関係 学校教育法、学校保健安全法 児童生徒の就学等に関する事務 
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 学校教育法、学校保健安全法 義務教育段階の就学援助に関する事務 

 

５ 防災対策 

(1) 防災備蓄倉庫 

地域 設  置 位  置 

栃木地域 

栃木保健福祉センター倉庫 今泉町 2-1-40 

マルワ・アリーナとちぎ（総合運動公園総合

体育館） 
川原田町 760 

皆川中学校体育館 皆川城内町 1856 

大宮公民館 大宮町 422-1 

老人福祉センター福寿園 千塚町 210 

寺尾公民館 梅沢町 1183 

国府公民館 惣社町 228-1 

出流ふれあいの森 出流町 417 

旧消防団栃木方面隊消防器具置場（第 11 分

団第 5 部） 
出流町 159-2 

栃木中央小学校体育館 入舟町 13-3 

きららの杜とちぎ蔵の街楽習館（市民交流セ

ンター） 
入舟町 6-8 

 大平地域 
旧消防団大平方面隊車庫（第 3 分団第 2 部） 大平町西野田 169-2 

大平中学校 大平町蔵井 2026-1 

藤岡地域 

部屋地区公民館 藤岡町部屋 454-1 

藤岡公民館 藤岡町藤岡 810 

赤麻地区公民館 藤岡町赤麻 1737-1 

三鴨地区公民館 藤岡町甲 436-2 

藤岡総合支所 藤岡町藤岡 1022 

藤岡中学校体育館 藤岡町藤岡 10 

都賀地域 都賀防災倉庫 都賀町原宿 573 

西方地域 西方総合支所 西方町本城 1 

岩舟地域 岩舟総合支所 岩舟町静 5133-1 

(2) 主な各種災害時用備蓄品等内訳 

大 項 目 中 項 目 備 蓄 数 

非  常  食 

アルファ化米 24,700食 

乾パン 25,203食 

菓子パン 5,360食  

アレルギー対応食品 1,483食 

液体ミルク 240本 
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非常用飲料水 水（500ml）   47,833本 

毛    布 ―   4,676枚 

(3) 災害時応援協定 

   大規模災害の発生に備え、民間企業や関係機関との間で4本を締結した。 

協定の名称 締結先 締結日 

災害時における物資（ユニットハウス

等）の供給に関する協定 
三協フロンテア株式会社 9 月 5 日 

大規模災害時における相互応援に関す

る協定締結 
神奈川県厚木市 1 月 16 日 

災害時における被災者相談業務の実施

に関する協定書 
栃木県司法書士会 2 月 18 日 

災害時における車両の移動等に関する

協定 

株式会社小島レッカーサービ

ス 
3 月 14 日 

 (4) 被災者住宅復旧支援事業費補助金 

令和6年3月21日に発生した強風により被害を受けた者に、その復旧費用の一部を補

助することにより早期再建を支援した。 

・一部損壊世帯 1件 

 

６ 防災訓練 

  市民の防災意識の高揚及び関係機関相互の連携強化を目的に、地震による災害を想定

し、栃木市総合防災訓練を実施した。 

  日時 11 月 30 日（土）8 時 30 分～11 時 30 分 

  場所 栃木市大平運動公園 

  参加者 訓練参加者約 250 名、見学者約 250 名 

 

７ 防災無線等 

(1) IP 無線 

   各総合支所との通信訓練を毎月行ったほか、11 月の総合防災訓練では情報伝達班が

通信訓練を行った。 

 (2) 同報系防災行政無線 

   都賀総合支所移転に伴い、旧都賀総合支所に設置された同報系防災行政無線を撤去

した。また、撤去による影響を考慮し、旧都賀総合支所周辺スピーカー3 箇所の改良

を行った。 

 (3) 防災情報ステーション 

  市役所と各地域に7か所設置に防災用Ｗｉ－Ｆｉとして設置していたが、災害時の情報

発信に必要な高速通信環境が広く普及したことから、令和6年度末に運用を終了した。 

 

８ 自主防災組織 

 (1) 栃木市自主防災組織育成補助金 
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地域防災の中核となる自主防災組織に対して、地域防災力の向上を図るため、補助金

を交付した。 

補助金の名称 補助金（円） 交付団体数 

栃木市自主防災組織設立補助金 600,000 3 

栃木市自主防災組織活動補助金 1,112,400 39 

 (2) 自主防災組織数 

自主防災組織全体数 年度内新規設立数  

69 2 

(3) 防災士資格取得費補助金 

補助金（円） 交付人数  

86,666 4 

 

９ 地区防災計画策定支援 

  災害時の迅速な避難行動の実現や地域での防災意識の高揚に有効な地区防災計画を地

域住民で構成する自主防災組織等が策定することを促進し、地域防災力の強化を図るこ

とを目的として地区防災計画策定および自主防災組織の設立の支援を行った。 

支援団体 対象自治会数  

富田第８自治会、山中自治会 2 

 

10 土砂災害防止関係 

土砂災害のおそれがある箇所について、庁内のとりまとめを行い、3 箇所を県へ報告

した。 

 


